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第３７６回白石市議会定例会 一般質問通告書

順位 質 問 者 質 問 事 項 ・ 要 旨 答弁を求める者

１ ７番 １ 風間市政２期目を迎え、重点施策の具体的戦略に 市 長
山 田 裕 一 ついて

市長は、本定例会初日の本会議で市長就任２期目の
最重点課題として、地域医療の確立、工業団地の造成
と企業誘致を掲げられた。これらの課題は、日本全国
どこの自治体でも掲げている課題と思われるが、本市
が他の自治体に勝るために、具体的にどのような戦略
で、くらし日本一のまちづくりを目指していくのか所
見を伺います。

２ 本市スクールバスの管理態勢について 市 長
教 育 長

本市は、現在２台のスクールバスを運行している。
２台とも平成６年４月に購入。１４年以上経過し、走
行距離は１台が２６万Km余り、もう１台が２９万４０
００Km余りとかなりの距離を走行している。現在、ス
クールバスで通学している児童・生徒数は、それぞれ
１か月当たりの延べ人数が約４０９人、約５５４人と
非常に多い。また、幼稚園・保育園、小学校などの課
外授業、体験学習や社会見学などの目的外でもかなり
利用されており、本市の教育環境において、なくては
ならないものと認識している。耐用年数、走行距離な
どから見ても、そろそろ買い換えの時期に来ているの
ではないかと思うが、所見を伺います。

３ 学校での児童・生徒の携帯電話所持について 教 育 長

去る１１月１５日、中央公民館において、平成２０
年度青少年健全育成白石市民のつどいが開催された。
講演内容として、インターネット上の誹謗中傷が原因
となり就職ができなかったり、学校裏サイトでのネッ
トいじめがそのまま、学校生活でのいじめに発展する
こと。そして、特に少女を狙った犯罪のほとんどが安
易な操作が原因で携帯電話がきっかけとなり発生して
いることを知り、大変ショックを受けた。また、１２
月３日、大阪府の橋下徹知事は、大阪府内の政令市（
大阪、堺）を除く公立小中学校で、児童生徒の携帯電
話持ち込みを原則禁止とする方針を明らかにし、波紋
を呼んでいる。本市において学校教育と携帯電話のあ
り方について、教育長の所見を伺います。

４ 全国学力テストの結果開示について 教 育 長

去る、３７５回白石市議会定例会、一般質問で全国
学力テストの結果公表を考えているのかとの質問に対
し、教育長は、「過度の市場原理を導入することにな
り、教育の本質に関わる重要なことだと考えており、
人格の完成に結びつくような教育現場でありたい」と
答弁された。しかし１１月８日の朝日新聞において、
本市は、全国学力テストの結果公表に向け検討中。と
の記事が掲載された。一般質問の答弁と、新聞記事の
内容が異なるようだが、全国学力テストの結果を本市
の学校教育にどのように活かしていくのか再度、教育
長の所見を伺います。
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順位 質 問 者 質 問 事 項 ・ 要 旨 答弁を求める者

２ ４番 １ 定額給付金について 市 長
吉 田 貞 子

(1) 定額給付金は、生活支援か、景気対策か見解を伺
う。
(2) 所得制限の判断
(3) 申請から給付への方法
(4) 給付の開始時期
(5) 住民基本台帳の記載者以外の対象者の把握と対応

２ 職員、臨時職員の人事に関連して 市 長

(1) 人事評価制度の目的
(2) 人事評価制度の公平性、公正性をどのように確保
していますか
(3) 人事評価に対する苦情、異議申立て、開示面談等
はどうなっているか
(4) 評価者研修の内容と能力
(5) 評価基準は具体的にどのように実施しているか
(6) 人事評価制度を実施して職員、職場にどんな効果
があらわれたと判断しますか
(7) 民間の成果主義や人事考課の不十分さと間違いを
どう把握していますか
(8) パワハラ、セクハラ、ＤＶの実態把握と対応
(9) メンタルヘルスの実態把握と対応
(10) 女性の部課長登用
(11) 臨時職員の全職員数での割合と、その数の正当
性をどう考えるか
(12) 臨時職員の労働条件、勤務時間、待遇等の内容
と改善にむけての対応。

３ 学校給食について 市 長
教 育 長

地産地消の推進のため、地場農産物導入検討食育推
進会議を設置して、どのような検討がなされています
か。
(1) 原油や食材費の高騰の影響について
(2) 給食センターは昭和５８年に開設され、施設、機
器が老朽化しているが、抜本的改修が必要になって
いるのではないか見解を伺います。
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順位 質 問 者 質 問 事 項 ・ 要 旨 答弁を求める者

３ １０番 １ 小中学生の携帯電話の利用について 市 長
大 野 栄 光 教 育 長

今子供達は携帯電話を身体の一部として保持し、利
用しています。何処にいても情報が入り連絡がとれ、
意志を伝える事ができ、大変便利な物となっておりま
す。しかしその反面、余り必要としない使い方が沢山
ある事も事実です。新聞やテレビ等のマスコミに被害
者の人達が報じられているように、携帯でのいじめが
社会問題となっています。嘘の書き込みで集中的に個
人攻撃を行い、ひぼう、中傷、いじめを受けた生徒は
怖くなり、不登校、自殺と追いやられてしまうそうで
す。親にも友達にも言えず病んでいる子供達を早く、
周囲の人達が気付き、手をさしのべるべき、もっと子
供達のネットいじめに注意を払うべきと考えなくては
ならないと思われます。
そこで３点ほどご所見をお伺いいたします。
(1) 市管内の小中学生の携帯電話の普及率はどれくら
いになっているのでしょうか。
(2) 生徒が携帯電話を持つ事の弊害の事実、ひぼう、
中傷、いじめ等はこれまでに発生はなかったのでし
ょうか。
(3) 子供達が携帯中毒とまで言われている社会現象の
昨今、学校には携帯電話を持ち込ませないようにし
ようとする社会気運が高まっているが、教育委員会
としては、どのようにとらえておられるのでしょう
か。

４ ３番 １ 原油高騰等の影響による対応策について 市 長
水 落 孝 子

原油高騰に起因する原材料・飼料等の高騰により、
多大な影響をうけ、産業も、くらしも困難を極めてい
る中で、本市においては、福祉灯油券交付、各施設燃
料費等の補正予算は組まれたところであるが、産業分
野における対策も必要と考える。
そこで、次の点について伺う。
(1) 産業（農業・工業・商業・その他）への原油高騰
等の影響をどのように把握しているのか。
(2) 実態調査はどのように実施されたのか。
(3) 土台としての生きていく基盤整備なくして、その
上にどのような素晴らしい施策も、十分な効果を発
揮しないと考えるが、産業政策についての所見を伺
う。
(4) 産業の中での農業の位置づけについて伺う。
(5) 農業算出額の約６０ を占める畜産業は、特に極%
限状態とも言える現状にあるが、どのように把握し
ておられるのか。
(6) 畜産農家への自治体としての直接補填を実施すべ
きではないか。



- 4 -

順位 質 問 者 質 問 事 項 ・ 要 旨 答弁を求める者

５ ９番 １ 自殺予防『多重債務相談・救出支援』について 市 長
佐久間 儀 郎

０８年版自殺対策白書では、全国で亡くなった方は
昨年より増加して３万３千人台に、自殺の要因として
健康問題が６３％、次いで経済・生活問題が３１％と
報じている。まさに深刻で異常事態といえる。
経済・生活要因の中で多重債務問題が自殺の動機に
なっている例が少なくないことから、多重債務を個人
の問題とせず、社会的背景を踏まえ行政が積極介入し
て相談・救済に乗り出す動きがでている。
自殺対策基本法の趣旨から本市でも自殺予防対策を
積極的に講じる必要がある。公共のセーフティーネッ
ト、そして生活の再建が果たされるよう多重債務の問
題に行政が介入する仕組みづくりが求められると考え
るが、市長の所信を伺う。

２ 消費者行政について 市 長

中国製ギョーザ中毒事件をはじめ消費者被害が多発
し、国は指摘された縦割り行政の弊害を解消すべく、
強力な権限を有する消費者庁創設を目指している。消
費者行政の最前線にいるのが地方自治体の消費生活セ
ンターや相談室であり、交付金制度を設けて地方消費
行政の充実を図ろうとしているようだ。
全国消費生活相談員協会の調査によれば、現場の身
分、職場環境の不安定さの改善を悲痛に訴えている。
本市ではいきいきプラザ内に消費生活相談窓口を設
置しているが、国の動向、上記の調査を踏まえて消費
者行政の取り組みをどのようになされるのか、市長の
所信を伺う。

３ 「無保険」の子ども救済について 市 長

国民健康保険料の滞納により、保険証の返還をした
「無保険」世帯の子ども達の医療受診の機会が脅かさ
れているとの指摘がある。短期保険証の発行など対処
方は用意されているが、事前申告制で急病には現実的
救済とはならない。そこで、一定条件のもと保険証を
発行するとか、そもそも保険証を取り上げないなど、
特別措置を施している県内の市町が多い。
本市でも将来を担う子ども達の健康保持に行政とし
て真剣に取り組むべきものと思料するが、市長の見解
を伺う。

４ 児童館分割と放課後子ども教室について 市 長

放課後児童プラン事業は、厚生労働省所管放課後児
童クラブと文部科学省所管の放課後子ども教室の合体
事業と承知しているが、放課後に児童が家庭的にある
いは集団活動を通し基本生活能力を身につけさせてい
こうとする、共通の狙いがあるように思う。
同事業趣旨は本市でも実施されているが、本市が示
唆した児童館分割の内容はいかなるものか。また今後
授業時数が増えるなかで、放課後子ども教室は地元の
了解と協力を得てどう拡充していこうと考えているの
か、地元ボランティアに加重、重荷感がでてきてはい
ないか実状分析と今後の方針等をお聞かせ頂きたい。
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順位 質 問 者 質 問 事 項 ・ 要 旨 答弁を求める者

６ １８番 １ ＤＣの成果と今後の観光事業の展開 市 長
制 野 敬 一

(1) ＤＣの成果
宮城県全県をあげての前年のプレキャンペーン、本
年のＤＣの成果をどのように捉えられているか感想を
伺いたい。

(2) 今後の展開
① 未整備の名所史跡の整備計画はあるのか。
② 隣接市町との連携を図りながらお互いの特色を
生かした来年以降の方策、方針があるのか伺いた
い。

③ 今回のキャンペーンを通じて得られた課題を今
後どのように改善して取り組んで行こうとするの
か伺いたい。

７ ５番 １ 地域医療確立の具体的手順について 市 長
沼 倉 啓 介

２期目の骨格が示された。
その中でも地域医療の確立について刈田病院の再生
をそれらの中心に位置付けられた。
急を要するそれらの課題について組合の構成市の首
長として現時点でのそれらの姿をどの様に把握されて
いるか。
又それらの具体的手段としてどの様な対応策がある
と思われるか。
具体的手順についてお示しを頂きたい。

８ ２番 １ 医学生修学資金貸付制度の設置について 市 長
管 野 恭 子

地域医療を守る視点から、医学生等を対象に利用者
は、公立刈田綜合病院に一定期間、勤務する事を義務
付けながら貸付金返済免除要件を入れた標記制度を本
市に設置する、医師確保推進事業を検討すべきと考え
るが、見解を伺う。

２ 妊婦健診拡大について 市 長

国は、平成２１年度、２２年度における妊婦健診を
１４回無料にすべく、国負担１／２予算を計上し、実
施の方向である。残１／２分は市町村負担であるが、
本市においても、是非１４回無料の実施をすべきと考
えるが見解を伺う。

３ 中学校におけるディベートの積極的導入実施につ 教 育 長
いて

論理力、表現力等を高め、見識を深める効果が期待
されるディベートを本市中学校においても積極的に導
入実施していく必要があると考えるが見解を伺う。
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順位 質 問 者 質 問 事 項 ・ 要 旨 答弁を求める者

９ １番 １ 中小企業振興策 市 長
沼 倉 昭 仁

白石市内にはモノづくりの基盤を守り、発展を担っ
てきた技術ある中小企業が数多く残されており、それ
ら中小企業の技術の継承を図るような内発型の支援に
よって、白石の「地域力」を高めることこそが、「企
業誘致」を成功させるためにも、まず第一に考えるべ
きではないかと思われる。
そのため、行政は、資金需要にこたえる助成・優遇
政策だけではなく、本質的な部分として経営を強くす
る、いわゆる、経営のコンサルティングに力を入れる
べきであり、今こそ質の高いコンサルティングを受け
られる環境整備に、積極的に取り組むことが必要であ
る。
そこで、数十年来の「景気動向調査」また、企業訪
問などを通じて把握される白石市の中小企業が抱える
課題には、どのようなものがあるのか、また、その課
題に対し、本市としてどのように対応しているのか。
さらに、質の高いコンサルティングを受けられる環
境を整備するために、今後、どのような取り組みを検
討しているのか、市長の所見をお聞かせ願います。

２ 中小企業地域資源活用プログラム 市 長

昨年３月、中小企業対策の目玉と位置づけられる
「中小企業地域資源活用プログラム」が創設された。
テーマは「よそ者も入って、地域の宝を磨きます｣｡
農産品、技術、観光、伝統文化など、地域に眠ってい
る「宝の山」を、地域経済を支える中小企業の経営者
らが、自ら足元を見直し、磨きをかける。
白石市でも、今回、温麺、和紙、白石城、武家屋
敷、小原・鎌先温泉などを中心として、３１の資源が
「地域資源」として特定されている。
地方分権の推進により、白石市が地域間競争に遅れ
をとらないためにも、このような「第三者の手」も借
りながら、地域の特色ある資源を有効活用し、活力あ
る地域づくりに向けて全市を挙げて取り組むことが求
められている。
そこで、白石の地場産品の付加価値を高め、販路を
拡大するために、これまでに、どのような体制のもと
に、いかなる対策がなされたのか。
さらに、白石市が目指している地域資源のブランド
化をさらに補強するものとして、このような多彩な支
援プログラムを、今後、どのように活用していこうと
しているのか、市長の所見をお聞かせ願います。


